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1西村淳「社会的排除の克服に向けて」駒村康平 菊池 馨実 (編)『希望の社会保障改革―お年寄りに
安心を・若者に仕事を。子どもに未来を』旬報社 2009 p.52





















































から2010年には7.6%に上昇し、さらに2060年には 17.6%まで上昇すると見込まれている (表2)。 日
本の高齢化率を世界各国と比較してみると、2005年には、高齢化が進行しやすい先進諸国のなかでも最
も高い水準となり、現在、世界に例をみない超高齢社会を迎えている (図3)。また高齢化率が 7%を超
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匡コ65歳以上人□ E]15～64歳人□ 囲困14歳以下人□ ‐V‐自齢化宰
図2 我が国の高齢化の推移と将来推計




























`%ヽJヒX轟コ自 5.431 1^469 27_0 40.7 13.7
青森 県 1_335 373 27.9 41.5 13_6
岩手 県 1.295 372 28.7 39.7 11.0
宮城 県 2.328 553 23.8 36.2 12_4
FA・田 県 1_050 331 31_6 43_8 12.2
山 形 県 1.141 332 29.1 39.3 10.2
福 島 県 1_946 524 26_9 39_3 12.4
茨城 県 2.931 728 24.8 36.4 11.6
栃 末 県 1.986 480 24.2 36.3 12_1
群 馬 県 1.984 512 25_8 36.6 10.8
埼 玉 県 7.222 1.661 23.0 34.9 19
千 葉 県 6_192 1_505 24_3 36.5 12.2
東京 都 13.300 2.914 21.9 33.5 11_6
申箸吾]‖県 9_079 2_033 22_4 35_0 12.6
新潟 県 2.330 655 28.1 38.7 10_6
富 山 県 1_076 309 28_7 38_4 9.7
石 J‖県 1.159 302 26.1 36.0 9.9
冨」ロト1晨 795 214 27_0 37_5 10.5
山 製 県 847 225 26_5 38.8 12_3
長 野 県 2.122 600 28.3 38.4 10_1
皓 豊 瞑 2_051 539 26_3 36.2 9.9
静岡 県 3.723 966 26.0 37.0 11_0
曇 知 県 7_443 1.662 22_3 32_4 10.1
二 重 県 1.833 480 26.2 36.0 9_8
滋 智 県 1_416 319 22_5 32_8 10.3
京都 府 2.617 676 25.8 36.4 10_6
大 阪 府 8_849 2.184 24.7 36_0 11.3
兵庫 県 5.558 1.408 25.3 36.4
秦 良県 1_383 369 26_7 38_1 11.4
和歌 山 県 979 288 29.4 39.9 10_5
鳥取 県 578 163 28_2 38_2 10.0
島根 県 702 217 30.9 39.1 8_2
岡 山 県 1_980 524 27.1 34_8 7.7
広島 県 2.840 743 26.2 36.1 9.9
山 口 県 1_420 429 30.2 38_3 8.1
棟 島 県 771 224 29.1 40.2 11.1
層ロトJl:!偏l 985 277 28.1 37.9 9_8
菫 爆 県 1_405 404 28_8 38_7 9.9
高知 県 745 232 31.1 40.9 9_8
冨岡 県 5.000 1.230 24.2 35_3 11.1
佐賀 県 840 219 26.1 35.5 9.4
侵 |●県 1_397 390 27.9 39_3 11.4
熊本 県 1.801 491 27.2 36.4 9.2
大 分 県 1.178 337 28_6 36_7 8.1
宮 崎 県 _120 310 27.6 37.0 9.4
鹿 児 島県 1.680 467 27.8 37.5 9_7
沖 縄 県 1_415 260 18_4 30_3 11.9
出典 :内閣府「平成26年版 高齢社会白書 (全体版)2地域別にみた高齢化」
httpソWttW8。cao.go.jp/koureirwhitepaper′w‐2014/zenbun/81_1_2.html
表2 世界の人 日の動向
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図3 世界の高齢化率の推移
出典 :内閣府「平成26年版 高齢社会白書 (全体版)5高齢化の国際的動向」
httpソ′■翻w8.cao.go.jp/kouren/whitepaper′w‐2014/z nbun/sl_1_5.html
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鋤 ∝窟9千人 19り37千人 斜印28千人
開発途上地減 鳴768千人 ∞lcD千人 1.4∝∝3千人
∞歳以上人口比率 51% 77% 176%
先進地域 77% 161% 265%
開発途上地域 38% 53% 162%
平均寿命(男性) 459年 665」弔 751年
同(女性) 479年 710年 刀 5」軍
合計特殊出生率 50 25 22
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もピークに向かう。 社会保障給付は、 齢化とともに今後も急激な増加が li■まれ、税 0社会保険料とい
つた国 負担の増大が考えられる。特に、医療分野は2012年度の1.5倍である54.0兆円、介護分野は同
年の2.3倍である19.8兆円と、給付の増加が顕著であり、この2つの分野は消費税収と現役世代の負担

























(111)Aえ額は・■■.0内″ .■■=Gl)IDL                                                              .(it2)F社会保障改革め,11夕や、■体臓び費用ま轟Jを睛 Lえ、充実と重点化・効1:化の場撃を反映して:ヽ4                                       ・
図 7 社 会 保 障 給 付 費 の 見 通 し
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(注2)r社会保障改革のlt体■.■譴及び費用試椰Jを腑まえ、先案と菫鷹化・a準化のう■をbt賽していこ                                       `
図10 社会保障給付費の見通し
出典 :平成26年10月8日 財務省主計局「社会保障① (総論、医療 。介護、子育て支援)」
https://www.mOf.go.jp/about_mOf/councils/fiscal_system_counci1/sub―















































































































































































































































































































































































































2005.12.31 時点 2011.12.31 時点
合計 64万2447人
(内訳)
要介護度 1  25万1730人  (39。2%)
要介護度 2 26万2528人  (40.9%)
要介護度 3  12万8189A  (20.0%)
合計 71万5304人
(内訳)

















(2013.1 時点 単位 :ユー ロ)





























































































































































































































改正前 2008年 2010年 2012年
要介護度 1 384 420 440 450
要介護度 2 921 980 10佃 1100
要介護度 3 1432 1470 1510 1550
次に、在宅の現金給付についても、次のように、2012年までに段階的に引き上げられた。
改正前 20084手 2010年 2012年
要介護度 1 205 215 225 235







要介護度 3 665 675 685 700
さらに、入所サービスについても、要介護度 3及び要介護度 3の中でも重度のケースについては、次
のとおり2012年までに段階的に引き上げられた。
改正前 2∞84「 2010年 2012年
要介護度 3 1432 1470 1510 1550




























































































































保険料 現 物 給 付


















































































































































































































問 し口 織 出 =が行 われます
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地 電 包 ,J文饉

































































































































































年度 総費用 要介護認定者 要支援 要介護 1
20003.6ソЬ円 218万人 29.1万人 55.1万人
20014.6 (27.8%増) 258 (18.3%増) 32.0 (10.0%増) 70.9 (28.7%増)
20025.2 (44.4%増) 303 (39,0%増) 39.8 (36.8%増) 89.1 (61.7%増)
20035。7 (58.3%増) 349(60.1%増) 50.5 (73.5%増) 107.0 (94.2%増)
20046.3 (75.0%増) 387(77.5%増) 60.1 (106.5%増) 125。8 (128.3%増)




















































































・内容 :学習指導要領で「社会保障」が取り上げられている「(2私たちと経済 イ 国民の生活と政府
の役割」に該当するページ。
・方法 :中学校公民的分野の4つの教科書での社会保障記載内容を単元、小単元、教科書見出し、内容
種別 (本文・コラム)・重要語句 (太字)、 写真・図表に分け、分析 0考察を行う。
56
3.分析結果
表 11 中学校公民的分野における社会保障記載内容一覧 (東京書籍 平成27年検定)













































































表12 中学校公民的分野における社会保障記載内容一覧 (教育出版 平成27年検定)










































































表13 中学校公民的分野における社会保障記載内容一覧 (日本文教出版 平成27年検定)































































表14 中学校公民的分野における社会保障記載内容一覧 (育鵬社 平成27年検定)































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































社の現状をいかにとらえるか、めざす社会 (社会保障)の姿、外国の事例 (介護制度)、 企業 0自治体の
存在等を留意させる。
この討論では、互いの主張の「言い合い」ではなく、集団として「納得・合意することを目指した意見
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地方交付税交付金中を「nt たヽbo)におけ        '恰電"%
平成28年度一般会計予算 (平成28年3月29日成立)の概要
出典 :財務省「平成28年度一般会計予算 (平成28年3月29日成立)の概要」
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壁目65競以上 人□ [=]15～64建人□ 嘔理コ14歳以下人□ ‐ 高齢化率
出典 :内閣府「平成26年版 高齢社会自書 (全体版)1高齢化の現状と将来像J
































出典 :内閣府「平成26年版 高齢社会白書 (全体版)5高齢化の国際的動向」
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出典 :内閣府「平成26年版 高齢社会白書 (全体版)5高齢化の国際的動向」
http://www8。cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2014/zenbun/sl_1_5.html  12月 7 日アクセス
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開発途上jtL4 ∞ ズ3千人 ‐1(“千人 1■∝Ю43千人
∞職以上人口比率 51 % 77% 176'イ
先進地域 77% 161 % 265%
開発途上地域 38% 58% 162%
平均寿命 σ畦 ) 459年 665年 751 ■F
同(女性) 479`手 710年 795年
合g十特殊出生率 50 25 22








































































































































































































































































































































要介護度 1  99万6437人  (62.2%)
















要介護度 1  30万2514人  (42.3%)

















(2013.1 時点 単位 :ユー ロ)






























































































































































改正前 20084手 2010年 2012年
要介護度 1 384 420 440 450
要介護度 2 921 980 1040 1100
要介護度 3 1432 1470 1510 1550
次に、在宅の現金給付についても、次のように、2012年までに段階的に引き上げられた。
改正前 2∞84手 2010年 2012年
要介護度 1 205 215 225 235
要介護度2 410 420 430 440
要介護度 3 665 675 685 700
さらに、入所サービスについても、要介護度 3及び要介護度 3の中でも重度のケースについては、次
のとおり2012年までに段階的に引き上げられた。
改正前 2008`手 2010年 2012年
要介護度 3 1432 1470 1510 1550
























































































































































































































































2017年2ノ月 16日 船石 弘隆
